
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 中国財務局長

【提出日】 平成28年10月14日

【四半期会計期間】 第34期第１四半期(自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日)

【会社名】 株式会社東武住販

【英訳名】 Toubujyuhan Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　荻野　利浩

【本店の所在の場所】 山口県下関市岬之町11番46号

【電話番号】 083-222-1111(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　河村　和彦

【最寄りの連絡場所】 山口県下関市岬之町11番46号

【電話番号】 083-222-1111(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長　河村　和彦

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

証券会員制法人福岡証券取引所

（福岡市中央区天神二丁目14番２号）

 

 

EDINET提出書類

株式会社東武住販(E30598)

四半期報告書

 1/21



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第33期

第１四半期累計期間
第34期

第１四半期累計期間
第33期

会計期間
自 平成27年６月１日
至 平成27年８月31日

自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日

自 平成27年６月１日
至 平成28年５月31日

売上高 (千円) 1,304,755 1,421,069 5,375,983

経常利益 (千円) 133,500 135,823 524,341

四半期(当期)純利益 (千円) 87,634 93,107 355,688

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 302,889 302,889 302,889

発行済株式総数 (株) 1,356,200 1,356,200 1,356,200

純資産額 (千円) 1,700,552 2,000,164 1,968,043

総資産額 (千円) 2,892,166 3,172,946 3,131,358

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 64.62 68.66 262.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 45.00

自己資本比率 (％) 58.8 63.0 62.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、中国や新興国等の海外経済の減速及び円高により輸出が横ばいと

なっているものの、雇用環境の改善等を背景に個人消費が堅調に推移していることから、緩やかながら回復傾向に

あります。

当社が属する不動産業界におきまして、平成28年８月に公表された国土交通省の調査「主要都市の高度利用地地

価動向報告」によれば、平成28年第２四半期（平成28年４月１日～平成28年７月１日）の主要都市・高度利用地100

地区の地価動向は、平成28年第１四半期（平成28年１月１日～平成28年４月１日）に比べ、９割近い88地区が上昇

しました。

また、当社の主力事業である中古住宅の売買の成約件数については、公益社団法人西日本不動産流通機構（西日

本レインズ）に登録されている物件情報の集計結果である「市況動向データ」（平成28年９月公表）によると、中

古戸建住宅の成約状況は、中国地方が６月～８月累計で前年同四半期比4.7％減となりました。九州地方においても

６月～８月累計で同11.6％減となりました。

このような環境の中、当社は、営業戦略上の拠点として、あるいは人材採用の拠点として平成28年６月に福岡支

社（福岡県福岡市博多区）を開設しました。また、今後の事業拡大を図るうえで人材の確保と従業員の定着が重要

であるとの認識から新人事制度を平成28年６月から導入いたしました。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は1,421,069千円（前年同四半期比8.9％増）となりましたが、新人事

制度の導入に伴う人件費等の増加により販売費及び一般管理費が増加したため、営業利益は136,659千円（同1.6％

増）、経常利益は135,823千円（同1.7％増）、四半期純利益は93,107千円（同6.2％増）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①不動産売買事業

自社不動産売買事業については、市街地の分譲を手掛けたほか、中古住宅の仕入の対象を既存の営業エリアか

ら周辺地域にまで広げて積極的に行いました。また、自社のウェブサイトの内容を一新して、集客効果を高めま

した。これらにより、自社不動産の販売件数は前年同四半期比12件増の92件となりました。不動産売買仲介事業

については、訪問件数を管理して地元の同業他社との接触回数の増加を図りましたが、売買仲介件数が前年同四

半期を下回ったことにより、売買仲介手数料は前年同四半期を下回りました。

これらの結果、不動産売買事業の売上高は1,338,542千円（前年同四半期比10.0％増）、営業利益は205,411千

円（同6.7％増）となりました。

 
②不動産賃貸事業

不動産賃貸仲介事業については、仲介件数が前年同四半期に比べて横ばいだったものの、平均単価の上昇によ

り、賃貸仲介手数料は前年同四半期を上回りました。しかし受取手数料が減少したことから、全体として売上高

は前年同四半期を下回りました。不動産管理受託事業については、管理物件の受託件数の受入増加を図ったこと

により、管理受託件数が増加したほか、請負工事高も増加したことにより、売上高は前年同四半期を上回りまし

た。自社不動産賃貸事業については、自社不動産の一部を賃貸事業目的から販売目的に保有目的を変更したこと

により、売上高は前年同四半期を下回りました。
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これらの結果、不動産賃貸事業の売上高は30,805千円（前年同四半期比0.5％減）、営業利益は5,299千円（同

27.4％減）となりました。

 
③不動産関連事業

リフォーム事業については、請負工事件数の減少により、請負工事高が前年同四半期を下回ったことから、売

上高は前年同四半期を下回りました。保険代理店事業については、前年同四半期に制度変更に伴う駆け込み需要

が発生した反動から、売上高は前年同四半期を下回りました。ネットショッピング事業については、販売チャネ

ルを拡充したことにより、売上高は前年同四半期を上回りました。

これらの結果、不動産関連事業の売上高は21,701千円（前年同四半期比37.9％減）、営業利益は687千円（同

93.3％減）となりました。

 
④その他事業

介護福祉事業については、シルバーリフォームの請負工事件数の減少により、請負工事高が前年同四半期を下

回りましたが、介護用品等の物品販売が前年同四半期を上回ったことから、売上高は前年同四半期を上回りまし

た。

これらの結果、その他事業の売上高は30,020千円（前年同四半期比38.9％増）、営業利益は968千円（同

360.2％増）となりました。

 

(2）財政状態に関する分析

①資産

当第１四半期会計期間末の総資産合計は3,172,946千円となり、前事業年度末に比べて41,588千円増加しまし

た。流動資産は2,694,622千円となり、前事業年度末に比べて17,756千円増加しました。これは主として、自社不

動産売買事業の販売用不動産を積極的に仕入れたことから、販売用不動産が169,379千円増加したことによるもの

であります。固定資産は478,324千円となり、前事業年度末に比べて23,831千円増加しました。これは主として、

福岡支社の開設等により建物が11,221千円増加したことによるものであります。

 
②負債

当第１四半期会計期間末の負債合計は1,172,782千円となり、前事業年度末に比べて9,467千円増加しました。

流動負債は798,455千円となり、前事業年度末に比べて65,708千円増加しました。これは主として、短期借入金が

148,641千円増加したことによるものであります。固定負債は374,326千円となり、前事業年度に比べて56,240千

円減少しました。これは主として、長期借入金が62,797千円減少したことによるものであります。

 
③純資産

当第１四半期会計期間末の純資産合計は2,000,164千円となり、前事業年度末に比べて32,120千円増加しまし

た。これは主として、配当金の支払61,021千円があったものの、四半期純利益93,107千円を計上したことによる

ものであります。

　以上の結果、自己資本比率は、前事業年度末の62.8％から63.0％となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更、また、新たに生じた

課題はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年10月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,356,200 1,356,200

東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

福岡証券取引所
（Ｑ－Ｂｏａｒｄ）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。なお、単元株式数は
100株であります。

計 1,356,200 1,356,200 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月１日～
平成28年８月31日

－ 1,356,200 － 302,889 － 258,039
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成28年５月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

    平成28年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 100 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,355,700 13,557
「１株式等の状況　(1)株式の総数
等　②発行済株式」に記載のとおり
であります。

単元未満株式 普通株式 400 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 1,356,200 ― ―

総株主の議決権 ― 13,557 ―
 

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式73株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社東武住販 山口県下関市岬之町11番46号 100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年６月１日から平成28年

８月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年６月１日から平成28年８月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年５月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 519,992 363,603

  売掛金 27,404 25,960

  販売用不動産 ※  1,352,991 1,522,370

  仕掛販売用不動産等 693,949 709,226

  商品 4,359 2,959

  貯蔵品 3,021 3,533

  その他 75,317 67,240

  貸倒引当金 △170 △272

  流動資産合計 2,676,865 2,694,622

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） ※  151,660 162,881

   土地 ※  178,976 183,666

   その他（純額） ※  24,422 22,750

   有形固定資産合計 355,059 369,298

  無形固定資産 6,790 16,143

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 93,419 93,605

   貸倒引当金 △775 △722

   投資その他の資産合計 92,643 92,882

  固定資産合計 454,492 478,324

 資産合計 3,131,358 3,172,946
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年５月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 110,791 106,346

  短期借入金 281,946 430,587

  未払法人税等 96,258 35,251

  賞与引当金 － 14,603

  完成工事補償引当金 3,600 4,600

  その他 240,151 207,067

  流動負債合計 732,746 798,455

 固定負債   

  長期借入金 345,759 282,962

  資産除去債務 63,280 67,136

  その他 21,528 24,228

  固定負債合計 430,567 374,326

 負債合計 1,163,314 1,172,782

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 302,889 302,889

  資本剰余金 258,039 258,039

  利益剰余金 1,404,863 1,436,949

  自己株式 △254 △254

  株主資本合計 1,965,537 1,997,623

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 2,506 2,540

  評価・換算差額等合計 2,506 2,540

 純資産合計 1,968,043 2,000,164

負債純資産合計 3,131,358 3,172,946
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 平成27年６月１日
　至 平成27年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年６月１日
　至 平成28年８月31日)

売上高 1,304,755 1,421,069

売上原価 864,395 955,194

売上総利益 440,360 465,875

販売費及び一般管理費 305,858 329,216

営業利益 134,501 136,659

営業外収益   

 受取利息 42 21

 受取配当金 425 421

 その他 911 413

 営業外収益合計 1,379 855

営業外費用   

 支払利息 2,007 1,377

 その他 372 314

 営業外費用合計 2,380 1,691

経常利益 133,500 135,823

税引前四半期純利益 133,500 135,823

法人税、住民税及び事業税 23,698 31,841

法人税等調整額 22,167 10,874

法人税等合計 45,866 42,716

四半期純利益 87,634 93,107
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【注記事項】

（追加情報）

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。
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(四半期貸借対照表関係)

※ 有形固定資産の保有目的の変更

前事業年度において賃貸事業目的から販売目的に保有目的を変更したことにより、有形固定資産の一部62,582

千円（建物（純額）22,463千円、土地40,000千円、その他（純額）118千円）を販売用不動産に振り替えておりま

す。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期累計期間
(自 平成27年６月１日
至 平成27年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日)

減価償却費 5,558千円          5,630千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 平成27年６月１日 至 平成27年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年８月27日
定時株主総会

普通株式 54,243 40 平成27年５月31日 平成27年８月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月30日
定時株主総会

普通株式 61,021 45 平成28年５月31日 平成28年８月31日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自 平成27年６月１日 至 平成27年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
損益計算書
計上額
(注)３

不動産
売買事業

不動産
賃貸事業

不動産
関連事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 1,217,245 30,975 34,919 1,283,140 21,614 1,304,755 ― 1,304,755

セグメント利益 192,591 7,301 10,211 210,105 210 210,315 △75,814 134,501
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△75,814千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。なお、

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

当第１四半期累計期間において、賃貸事業目的から販売目的に保有目的を変更したことにより、有形固定資産の

一部を販売用不動産に振り替えております。これにより、「不動産売買事業」セグメントの資産が62,582千円増加

し、「不動産賃貸事業」セグメントの資産が同額減少しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間(自 平成28年６月１日 至 平成28年８月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
損益計算書
計上額
(注)３

不動産
売買事業

不動産
賃貸事業

不動産
関連事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 1,338,542 30,805 21,701 1,391,049 30,020 1,421,069 ― 1,421,069

セグメント利益 205,411 5,299 687 211,398 968 212,367 △75,708 136,659
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、介護福祉事業であります。

２．調整額の内容は、以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額△75,708千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。なお、

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 平成27年６月１日
至 平成27年８月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成28年６月１日
至 平成28年８月31日)

１株当たり四半期純利益金額 64円62銭 68円66銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(千円) 87,634 93,107

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 87,634 93,107

普通株式の期中平均株式数(株) 1,356,073 1,356,027
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年10月13日
 

株 式 会 社 　東　武　住　販

取　締　役　会 　 御中
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　野　　宏　　治   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   荒　　牧　　秀　　樹   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東

武住販の平成２８年６月１日から平成２９年５月３１日までの第３４期事業年度の第１四半期会計期間（平成２８年６

月１日から平成２８年８月３１日まで）及び第１四半期累計期間（平成２８年６月１日から平成２８年８月３１日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東武住販の平成２８年８月３１日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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